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は じ め に 

  

この消防年報は、令和６年中の消防業務の統計を集録編さ

んしたもので、今後の消防行政執務の参考に資するとともに

広く一般に紹介し、防火思想の高揚を図るため編集したもの

です。  

 この冊子が本市消防をご理解していただく一助となり、今

後における資料としてご利用願えれば幸いに存じます。  

 なお、各種統計表のうち火災・救急については暦年とし、

その他は会計年度並びに当該表に記載した年月日をもって

表示しました。  
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沿 革 の あ ら ま し

昭和１９年 ５月 特別消防署規定により官設、池田特別出張所開設

（人員２２人、消防車６台、三輪１台）

昭和２１年 ３月 池田消防署設置（管轄区域、池田市、箕面村、萱野村、止々呂美

村の１市３村）

昭和２３年 ３月 消防組織法施行により自治体消防発足

昭和23年 6月 1日 消防職員定数５７名

昭和３３年 ９月 中短波消防無線電話（基地局１、移動局３）を設置開局

昭和３６年 ３月 消防庁長官より表彰旗を授与

昭和36年 4月 1日 消防職員定数５９名に条例改正

昭和36年 9月18日 日本損害保険協会によりニッサンＦＲＢ１４０型消防車１台（火

災保険号）寄贈、消防本部に配置

昭和３７年１２月 粉末消火器、酸素呼吸器、防火服を装備した化学消防車１台購入

消防本部に配置

昭和39年 1月 8日 救急自動車購入配備、救急業務開始

昭和39年 8月12日 屈折はしご付消防ポンプ自動車１台購入、消防本部に配置

昭和41年12月 1日 Ⅱ型化学車購入、消防本部に配置

昭和41年12月10日 池田市、伊丹市、消防相互応援協定締結

昭和42年 4月 1日 池田市、豊中市、箕面市、消防相互応援協定締結

昭和42年12月 7日 超短波無線電話機、基地局１基、移動局２基増設

昭和43年 3月 9日 池田市、大阪市、消防相互応援協定締結

昭和42年12月28日 池田市、吹田市、消防相互応援協定締結

昭和44年 5月 1日 池田市、川西市、消防相互応援協定締結

昭和44年 8月19日 消防監視用テレビジョン設置運用開始

昭和45年 3月10日 池田市、豊中市阪神高速道路並びに中央環状線道路の消防出動に関

する覚書締結

昭和45年 9月17日 消防ポンプ自動車、救急車各１台万博終了後損害保険協会により池

田市に寄贈、消防本部に配置

昭和45年10月 1日 大阪市と池田市との回転翼航空機による航空消防応援協定締結

昭和46年 3月12日 消防署石橋出張所開所

昭和46年 4月 1日 消防職員定数６５名に条例改正

昭和46年12月 1日 池田市、豊中市、伊丹市、大阪国際空港及びその周辺における消防

救難活動に関する協定締結

昭和47年 4月 1日 消防職員定数７１名に条例改正

昭和47年11月 6日 査察兼広報車（カローラ）１台池田市消防協会より寄贈を受け本部

に配置

昭和47年12月 4日 救急車PH18V型47年式１台大阪府モーターボート競走会より寄贈を

受け本署配置

昭和48年 3月31日 ３２ｍ級梯子付消防ポンプ自動車１台購入本署配置
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昭和48年 4月 1日 消防職員定数７５名に条例改正

昭和48年 8月 1日 池田市、豊中市、吹田市、川西市、伊丹市、宝塚市、中国縦貫自動

車道路吹田宝塚インターチェンジ間における消防業務に関する協定

締結

昭和49年 4月 1日 消防職員定数７７名に条例改正

昭和49年11月 5日 救急用復信式無線電話装置設置（基地局１、移動局２）

昭和50年11月20日 消防本部（署）庁舎新築工事完成　同日、旧庁舎より移転

昭和51年 6月15日 査察広報車（シャルマン）池田ライオンズクラブより寄贈、本部に

配置

昭和53年 2月13日 救急車トヨタ２Ｂ級５３年式　日本損害保険協会より寄贈（超短波

無線移動局を含む内装品一式　池田市医師会より寄贈）を受ける

昭和53年 3月20日 超短波無線（全国府県波）設置開局

昭和53年 4月 1日 消防職員定数７９名に条例改正

昭和54年 3月30日 池田市消防署細河分署新築工事完成

昭和54年 4月 1日 消防職員定数８４名に条例改正

池田市消防署細河分署開署

昭和54年 6月 7日 池田市、茨木市、吹田市、豊中市、川西市、伊丹市、宝塚市、中国

縦貫自動車道路茨木市、宝塚インターチェンジ間における消防業務

に関する協定締結

（昭和48年8月1日締結　同吹田、宝塚インターチェンジ間の協定は

廃止）

昭和54年12月11日 水槽付ポンプ車１台（財）損害保険協会より寄贈を受け本署配置

昭和54年12月27日 指揮車（ジープ）１台　ダイハツ工業(株)より寄贈を受け本署配置

昭和55年12月20日 救急車トヨタ２Ｂ級　５５年式１台購入

昭和55年12月25日 Ⅳ型化学車(財)空港振興財団より寄贈を受け本署配置

昭和56年 4月28日 救急車２Ｂ級５６年式大阪府モーターボート競走会より寄贈を受け

本署配置

昭和56年12月 8日 救助工作車１台購入本署配置・救助業務開始

昭和58年12月17日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅱ型１台購入本署配置

昭和59年 5月24日 消防作業用自動車１台購入本署配置

昭和59年 6月 1日 池田市、豊中市域境界線上に位置する消防対象物の取扱いに関する

協定に基づく覚書の締結

昭和59年 7月 7日 査察広報車（シャルマン）１台、池田市消防協会３０周年記念事業

により寄贈を受け本署に配置

昭和59年 8月22日 救急車２Ｂ級５９年式１台、大阪府モーターボート競走会より寄贈

を受け本署に配置

昭和59年10月19日 水槽付ポンプ車(Ⅱ型)１台購入本署配置

昭和60年 4月 1日 消防職員定数８６名に条例改正

昭和61年 4月 1日 査察広報車（シャルマン）１台、池田ライオンズクラブより寄贈を

受け本署に配置
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昭和61年10月20日 １５ｍ級バスケット付梯子車１台購入本署に配置

昭和62年 8月12日 大阪国際空港周辺都市航空機災害消防相互応援協定の締結

昭和62年 8月28日 救急車２Ｂ級６２年式１台、日本消防協会より寄贈を受け本署に配

置

昭和63年 9月 1日 大阪府下広域消防相互応援協定の締結

昭和63年11月10日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入本署に配置

平成元年12月13日 救急車２Ｂ級平成元年式１台、航空公害防止協会の補助を受け本署

に配置

平成２年 4月 1日 消防職員定数８９名に条例改正

平成２年 8月 8日 Ⅱ型化学車１台、航空公害防止協会の補助を受け本署に配置

平成３年10月 1日 大阪府下広域消防相互応援協定の再締結

平成３年10月30日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入本署に配置

平成４年 3月10日 救急車２Ｂ級平成４年式１台大阪府共済農業協同組合連合会より寄

贈を受け本署に配置

平成４年 4月 1日 消防職員定数９３名に条例改正

平成４年11月 9日 ４０ｍ級梯子付消防自動車１台購入本署に配置

平成５年 4月 1日 消防職員定数９８名に条例改正

平成６年 3月31日 消防本部（署）庁舎増築工事完成

平成６年 4月 1日 心電図伝送装置の共同設置に係る協定書等の締結

平成６年 6月27日 乗用車（アプローズ）１台、ダイハツ工業(株)より寄贈を受け本署

に配置

平成６年 7月14日 指揮車（ロッキー）１台、池田市消防協会より寄贈を受け本署に配

置

平成６年 8月23日 高規格救急車１台購入本署に配置

平成６年 8月30日 阪神高速道路消防協議会発足

平成７年 3月16日 高規格救急車１台大阪府モーターボート競走会より寄贈を受け分署

に配置

平成７年 3月29日 消防緊急通信指令施設（発信地表示装置含む）が完成し、同４月１

日運用開始

平成７年 4月 1日 消防職員定数１０１名に条例改正

平成７年10月 4日 勤務形態が二部制から三部制勤務に移行

平成７年11月 8日 資機材搬送車１台購入本署に配置

平成７年12月22日 水槽付ポンプ自動車Ⅰ－Ａ型１台購入分署に配置

平成８年10月 1日 消防本部消防職員委員会に関する規則の制定、同委員会の発足

平成８年10月 1日 震災等大規模災害時における傷病者の搬送業務に関する協定書の締

結

平成８年12月18日 救助工作車（Ⅱ型）１台購入本署に配置

平成９年 4月28日 査察広報車（パイザー）１台、ダイハツ工業(株)より寄贈を受け本

署に配置

平成11年 3月10日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入分署に配置
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平成11年 4月 1日 消防職員定数１０４名に条例改正

平成11年 5月28日 池田市地域防災計画に基づき池田市地域防災無線機３基を消防本部

２基、細河分署１基配置し運用開始

平成12年 2月14日 Ⅲ型化学消防ポンプ自動車１台購入本署に配置

平成12年 5月17日 災害資材車１台購入本署に配置

平成12年 7月19日 高規格救急車１台購入本署に配置

平成12年10月 1日 大阪府下広域消防相互応援協定再締結

平成13年 8月 7日 高規格救急車１台購入分署に配置

平成14年 6月 1日 大阪府下広域消防相互応援協定再締結

平成16年 3月 2日 災害対応特殊消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入本署に配置

平成16年 7月20日 連絡車（アトレー７）１台、ダイハツ工業(株)より寄贈を受け本署

に配置

平成16年 7月20日 査察広報車（アトレー７）１台、池田市消防協会より寄贈を受け本

署に配置

平成17年 2月 9日 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車Ⅱ型１台購入本署に配置

平成17年10月 5日 資機材搬送車１台購入本署に配置

平成17年12月 5日 災害対応特殊救急自動車１台購入本署に配置

平成18年10月31日 はしご付消防ポンプ自動車１５ｍ級１台購入本署に配置

平成19年 8月29日 乗用車（ブーン）１台、ダイハツ工業(株)より寄贈を受け本署に

配置

平成19年10月10日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入分署に配置

平成20年 3月31日 高機能消防指令センターが完成し、同４月１日より運用開始

平成21年11月27日 高規格救急車１台購入本署に配置

平成21年12月14日 消防署細河分署耐震補強工事完了

平成22年 3月 9日 消防本部（署）庁舎耐震補強工事完了

平成22年12月 1日 救急安心センターおおさか開始

平成22年12月 6日 化学消防ポンプ自動車（Ⅱ型）１台購入本署に配置

平成23年 3月11日 東日本大震災発生により緊急消防援助隊大阪府隊として、延べ消

火隊２隊９名岩手県大槌町へ派遣

平成23年 7月29日 消防署細河分署庁舎改修工事完了

平成23年12月 2日 消防本部（署）庁舎改修工事完了

平成23年12月26日 ４０ｍ級はしご付消防自動車１台購入本署に配置

平成24年 2月 2日 消防ポンプ自動車水槽付ＣＤ－Ⅰ型１台購入分署に配置

平成24年 3月23日 査察広報車（ミラ・イース）１台、ダイハツ工業(株)より寄贈を

受け本署に配置

平成24年11月19日 救助工作車（Ⅱ型）１台購入本署に配置

平成25年 3月28日 小型動力ポンプ付水槽車１台購入本署に配置

平成26年 4月21日 査察広報車（ミラ・イース）１台、ダイハツ工業(株)より寄贈を

受け本署に配置
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平成26年 8月26日 司令車（タント）１台、連絡車（タント）１台、地水利調査用バ

イク（アドレス）３台、池田市消防協会より寄贈を受け本署及び

分署に配置

平成26年12月24日 高規格救急車１台購入本署に配置

平成27年 3月13日 災害支援車（マイクロバス）１台、栗田トシ子氏より寄贈を受け

本署に配置

平成27年 3月31日 豊中市・池田市消防指令センターが豊中市消防本部東泉丘出張所

に完成し、同４月１日運用開始

平成27年 5月11日 資機材搬送車（軽トラック）１台、ダイハツ工業(株)より寄贈を

受け分署に配置

平成27年12月25日 高規格救急車１台購入本署に配置

平成28年 4月 1日 大阪国際空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定書

の締結

平成28年 4月16日 熊本地震発生により緊急消防援助隊大阪府隊として、延べ救急隊

２隊６名熊本県南阿蘇村へ派遣

平成29年 9月22日 消防ポンプ自動車水槽付ＣＤ－Ⅰ型１台購入本署に配置

平成29年12月20日 高規格救急車１台購入本署に配置

平成30年 6月28日 平成３０年７月豪雨発生により緊急消防援助隊大阪府隊として

延べ消火隊４隊１４名広島県へ派遣

平成31年 2月19日 乗用車（ブーン）１台、ダイハツ工業(株)より寄贈を受け豊中市

池田市消防指令センターに配置

平成31年 4月 1日 消防署細河分署夜間受付業務の廃止

平成31年 4月 1日 消防職員定数１１３名に条例改正

令和元年 9月 6日 高規格救急車１台購入本署に配置

令和元年 9月27日 消防本部（署）非常用発電設備燃料タンク増設工事完了

令和元年10月 1日 消防本部（署）夜間受付業務の廃止

令和 2年 3月23日 消防本部（署）庁舎外壁改修工事完了

令和 2年11月 9日 高規格救急車１台購入本署に配置

令和 3年 3月23日 災害時等の無人航空機支援協力に関する協定の締結

令和 4年 3月 8日 指揮車１台購入本署に配置

令和 4年12月12日 消防ポンプ自動車水槽付ＣＤ－Ⅰ型１台購入分署に配置

令和 5年 3月10日 豊中市・吹田市・池田市・箕面市における救急車同乗研修協定書の

締結

令和 5年 4月 1日 消防職員定数１２１名に条例改正

令和 5年10月 1日 消防職員定数１３９名に条例改正

令和 5年11月 1日 災害対応特殊消防ポンプ自動車水槽付ＣＤ－Ⅰ型１台購入本署に

配置

令和 5年11月15日 仮眠用カプセルベッド４基（８床）購入し、細河分署に設置

令和 5年12月 4日 仮眠用カプセルベッド１４基（２８床）購入し、本署に設置
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令和 6年 1月 5日 能登半島地震により緊急消防援助隊後方支援部隊として、延べ４名

石川県輪島市へ派遣

令和 6年 3月 7日 １３ｍ放水塔付消防自動車１台購入本署に配置

令和 6年 3月27日 大阪府豊能地域広域消防相互応援協定の再締結

令和 6年 3月31日 北大阪消防指令センターが吹田市総合防災センター内に完成し

同４月１日運用開始

令和 6年 7月16日 大阪府下広域消防相互応援協定の再締結

令和 6年 9月27日 奥能登豪雨により緊急消防援助隊後方支援部隊として、１名

石川県輪島市へ派遣

令和 6年10月 9日 高規格救急車１台（愛称：みっちゃん号）、寄贈を受け本署配置

令和 6年10月29日 乗用車（ロッキー）１台、池田市消防協会より寄贈を受け本署に

配置

令和 6年12月26日 司令車（ロッキー）１台、ダイハツ工業(株)より寄贈を受け本署に

配置

令和 7年 1月17日 消防ポンプ自動車水槽付ＣＤ－Ⅰ型１台購入本署に配置
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庁　舎　概　要

　　池田市消防本部（消防署）

所 在 地 池田市八王寺1丁目2番1号

敷 地 面 積 2,520.12㎡

構 造 鉄筋コンクリート造

４階建一部２階・平屋建

建築延面積 本庁舎　1,919.91㎡

着 工 昭和４９年１２月２５日

竣 工 昭和５０年１１月２０日

　　池田市消防署　細河分署

所 在 地 池田市東山町1番地の6

敷 地 面 積 596.93㎡

構 造 鉄筋コンクリート造

２階建一部平屋建

建築延面積 331.14㎡

着 工 昭和５３年１０月１８日

竣 工 昭和５４年　３月３０日
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歴  代  消  防  長

初 代 消防監補 浦 野 政 重

（就任　昭和23年３月７日・退職　昭和32年２月21日）

第 ２ 代 消防監補 山 縣 忠 孝

（就任　昭和32年２月22日・退職　昭和36年１月17日）

（昭和36年１月18日～昭和36年３月31日は市長が消防長事務取扱）

第 ３ 代 消 防 監 鳥 居 忠 一

（就任　昭和36年４月１日・退職　昭和51年３月31日）

第 ４ 代 消 防 監 山 川 増 平

（就任　昭和51年４月１日・退職　昭和54年９月30日）

第 ５ 代 消 防 監 野 田 眞 爾

（就任　昭和54年10月１日・退職　昭和58年６月30日）

第 ６ 代 消 防 監 塩 月 美 義

（就任　昭和58年７月１日・退職　平成元年３月31日）

第 ７ 代 消 防 監 奥 孝 治

（就任　平成元年４月１日・退職　平成７年３月31日）

第 ８ 代 消 防 監 乃 一 大 八

（就任　平成７年４月１日・退職　平成13年３月31日）

第 ９ 代 消 防 監 落 合 郁 男

（就任　平成13年４月１日・退職　平成14年３月31日）

第 10 代 消 防 監 森 脇 光 治

（就任　平成14年４月１日・退職　平成18年３月31日）

第 11 代 消 防 監 川 上 栄 治

（就任　平成18年４月１日・退職　平成21年３月31日）

第 12 代 消 防 監 禧 久 澄 昭

（就任　平成21年４月１日・退職　平成25年３月31日）

第 13 代 消 防 監 梶 田 忠 彦

（就任　平成25年４月１日・退職　平成31年３月31日）
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第 14 代 消 防 監 大 西 文 夫

（就任　平成31年４月１日・退職　令和３年３月31日）

第 15 代 消 防 監 金 井 博 司

（就任　令和３年４月１日・役職定年　令和６年３月31日）

第 16 代 消 防 監 小 泉 剛

（就任　令和６年４月１日～）
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歴  代  消  防  団  長

初 代

（就任　昭和22年８月１日・退任　昭和23年８月９日）

第 ２ 代

（就任　昭和23年８月10日・退任　昭和47年３月31日）

第 ３ 代

（就任　昭和47年４月１日・退任　昭和51年３月31日）

第 ４ 代

（就任　昭和51年４月１日・退任　平成８年３月31日）

第 ５ 代

（就任　平成８年４月１日・退任　平成20年３月31日）

第 ６ 代

（就任　平成20年４月１日・退任　平成24年３月31日）

第 ７ 代

（就任　平成24年４月１日・退任　平成28年３月31日）

第 ８ 代

（就任　平成28年４月１日・退任　令和４年３月31日）

第 ９ 代

（就任　令和４年４月１日・退任　令和６年３月31日）

第 10 代

（就任　令和６年４月１日～）

岩 崎 隆 五 郎

高 橋 義 久

前 川 仁 嗣

高 木 龍 男

野 沢 光 典

中 尾 好 美

井 関 義 次

山 田 正 昭

藤 川 登

渋 谷 徹
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管 理 者
（ 市 長 ）

予 防 課

消 防 長
救 急 企 画
指 導 担 当

第 １ ･ ２ ･ ３
警 備 課

消防本部（署）組織

総 務 担 当

団 体 担 当

総 務 課

北大阪消防指令
セ ン タ ー

消 防 署 長 消防副署長

警 防 救 急 課

消 防 次 長 指 導 担 当

予 防 担 当

警 防 担 当

警 備 担 当

調査指揮担当

救 急 担 当

救 助 担 当

第１･２･３担当細 河 分 署
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一般会計予算額と消防費予算額との比較（当初予算）

区分 市一般会計 消 防 費 市予算に対

年度 予 算 額 予 算 額 常備消防費 非常備消防費 消防施設費 す る 比 率

令和5年度
41,631,000 1,446,285 1,174,856 42,229 229,200 3.5%

令和6年度
44,548,000 1,803,548 1,278,069 38,243 487,236 4.1%

令和7年度
44,031,000 1,318,678 1,260,703 34,875 13,200 3.0%

一般会計決算額と消防費決算額との比較

区分 市一般会計 消 防 費 市決算に対

年度 決 算 額 決 算 額 常備消防費 非常備消防費 消防施設費 す る 比 率

令和3年度
42,884,061 1,136,139 1,060,855 27,214 48,070 2.6%

令和4年度
40,824,811 1,290,956 1,186,542 30,942 73,474 3.2%

令和5年度
42,195,758 1,411,720 1,152,489 37,141 222,090 3.3%

決 算 関 係

(単位：千円)

内　　訳

予 算 関 係

内　　訳

(単位：千円)
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（１）定数及び現在員数

消　防 消　防 消　防 消　防 消　防 その他
司令長 司　令 司令補 士　長 副士長 の職員

定　数 139

現在員
1 3 19 37 25 2 43 130

（２）階級別年齢

階級 消　防 消　防 消　防 消　防 消　防 その他

年齢 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長 の職員

20才未満
2 2

20才以上
27 27

25才以上
6 12 18

30才以上
2 9 1 2 14

35才以上
4 9 1 14

40才以上
14 14

45才以上
9 5 14

50才以上
2 6 8 1 17

55才以上
1 1 4 4 10

計
1 3 19 37 25 2 43 130

消防職員130名の平均年齢36.7才

(令和7年4月1日)

消防監 消防士 計

139← →

消 防 職 員

(令和7年4月1日)

階　級 消防監 消防士 計
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（３）階級別勤続年数

階級 消　防 消　防 消　防 消　防 消　防 その他

在職年数 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長 の職員

１年未満
1 1

１年以上
32 32

５年以上
9 1 9 19

10年以上
2 11 1 1 15

15年以上
14 4 18

20年以上
6 5 11

25年以上
1 7 4 12

30年以上
1 4 10 1 16

35年以上
1 1 2 2 6

計
1 3 19 37 25 2 43 130

消防職員130名の平均勤続年数15.1年

(令和7年4月1日)

消防監 消防士 計
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1

1
課 長 1 1
主 幹 1 1
総 務 担 当 1 1 1 3
団 体 担 当 1 1 2
課 長 1 1
主 幹 1 1
指 導 担 当 1 1 1 3
予 防 担 当 1 1 1 3
課 長 1 1
主 幹 1 1

警 防 担 当 1 1 2
救急 企画 指導 担当 2 2
指令センター 1 4 5

1 1

1

1 1 7 12 4 5

1

1
課 長 1 1
主 幹 2 2
警 備 担 当 2 1 5 8
調 査 指 揮 担 当 1 1 2
救 急 担 当 2 3 3 8
救 助 担 当 1 2 3 6
課 長 1 1
主 幹 2 2
警 備 担 当 3 1 4 8
調 査 指 揮 担 当 1 1 2
救 急 担 当 2 4 1 7
救 助 担 当 2 1 3 6
課 長 1 1
主 幹 1 1
警 備 担 当 3 5 8
調 査 指 揮 担 当 1 2 3
救 急 担 当 1 4 1 1 7
救 助 担 当 1 1 4 6
分 署 長 1 1

主 幹 3 3
第 １ 担 当 1 1 1 1 4
第 ２ 担 当 3 1 2 6
第 ３ 担 当 2 1 2 5

2 12 25 21 2 38

1 3 19 37 25 2 43

1

細
河
分
署

小　　計

合　　計

消
　
　
防
　
　
本
　
　
部

消
　
　
　
防
　
　
　
署

警
防
救
急
課

第
２
警
備
課

第
３
警
備
課

総
務
課

人員配置状況

消 防 署 長

合
　
計

消

防

監

　　　　　　階　級

予
防
課

大 阪 府 派 遣

1

11

8

小　　計

小
　
計

消
防
司
令
補

消

防

司

令

1

消
防
司
令
長

消 防 次 長
1

7

消 防 長

26

100

130

1

30

第
１
警
備
課

消 防 副 署 長

27

26

19

消 防 学 校 派 遣

　所　属

消

防

士

消

防

士

長

消
防
副
士
長

(令和7年4月1日)
そ
の
他
の
職
員
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１種
1 2 13 28 20 1 9 74 1 3 9 19 14 1 8 55

２種
1 1 2 1 2 5 16 9 3 36

1 1 1 3 1 3 6 8 5 23

1 3 19 34 21 2 11 91 3 8 17 5 1 34

1 3 19 35 22 2 17 99 1 3 4 13 8 5 34

1 3 19 35 22 2 47 129 2 6 8 2 18

1 2 13 25 20 1 20 82 2 6 13 9 4 34

上　級
幹部科 2 4 9 4 3 22

幹部科
1 3 5 9 5 9 7 2 23

警防科
3 3 1 4 12 3 1 21

予防科
2 2

防火査察
専門員 7 7 9 3 26

救急科
1 1 2

消防用設備
等専門員 6 3 1 1 11

救助科
1 1 2

危険物
専門員 5 4 4 2 15

火災
調査科 1 2 3 2 2 1 5

救急
資格 1 3 19 35 22 2 48 130 8 10 3 9 30

救命士
1 1 8 14 14 2 9 49 2 2

気管
挿管 1 1 8 14 12 1 2 39 1 14 18 2 12 47

薬剤
投与 1 8 14 13 2 4 42 1 1 2

ビデオ
喉頭鏡 7 13 11 1 1 33 1 1 2 5 1 1 11

ブドウ
糖投与 7 12 13 2 4 38

特定化学物質等
取扱主任者

普通自動車

消
 
防
 
大
 
学
 
校

移動式
クレーン

予
防
技
術

資
格
者

消防設備士

救
　
　
急

危険物取扱者
(乙４)

甲種火薬類取扱
保安責任者

合
　
　
計

第2・3級陸上
特殊無線技士

消

防

司

令

補

消

防

士

長

消

防

司

令

消

防

司

令

補

アーク溶接
技能者

小型船舶免許

大
型

自
動
車

　　　階級別

消

防

監

消

防

司

令

長

消

防

司

令

消

防

司

令

長

　種　別

消

防

副

士

長

　種　別

消

防

士

大型特殊車

酸素欠乏・
硫化水素

危険作業主任者

潜水士

水上安全講習
修了者

中型自動車

合
　
　
計

自動二輪車

準中型自動車

消

防

監

　　　階級別

消

防

副

士

長

消

防

士

長

(令和7年4月1日)
消

防

士

衛生管理者

職員の免許取得状況

救助科

はしご車
技術講習

玉掛技能

足場組立
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予 防 編 
 
 

 



（令和7年4月1日）

防火対象物の種類 防火対象物数

イ  劇場、映画館、演芸場又は観覧場

ロ  公会堂、集会場 54

イ  キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに類するもの

ロ  遊技場又はダンスホール 2

ハ  性風俗関連特殊営業を営む店舗その他これに類するもの

イ  待合、料理店その他これらに類するもの

ロ  飲食店 52

 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗又は展示場 68

（五）項 イ  旅館、ホテル又は宿泊所その他これらに類するもの 9

イ  病院、診療所又は助産所 19

ロ  自力避難困難者が入所している社会福祉施設等 54

ハ  （六）項ロを除く社会福祉施設等 53

ニ  幼稚園又は特別支援学校 9

（九）項 イ  公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに類するもの

745

（五）項 ロ  寄宿舎、下宿又は共同住宅 1,572

 図書館、博物館、美術館その他これらに類するもの 8

（九）項 ロ  （九）項イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場 4

 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場

 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 55

イ  工場又は作業場 101

ロ  映画スタジオ又はテレビスタジオ

イ  自動車車庫又は駐車場 68

ロ  飛行機又は回転翼航空機の格納庫 1

 倉庫 77

 （一）項から（十四）項に該当しない事業場 262

 重要文化財等の建造物 2

 延長50メートル以上のアーケード 3

2,415

3,160

非
特
定
防
火
対
象
物

小　　　計

小　　　計

備考：防火対象物数は延面積150㎡以上の防火対象物とする。〔（十七）項、（十八）項を除く。〕

（八）項

（十）項

（十一）項

（十五）項

（十七）項

 （十六）項イに掲げる複合用途防火対象物以外の複合用途防火対
象物

（三）項

（四）項

二

（十八）項

（十六）項 ロ

（二）項

188

（六）項

（十六）項 イ

（十二）項

（十三）項

 小学校、中学校、高等学校、大学、各種専門学校その他これらに
類するもの 74（七）項

（十四）項

合　　　計

防　火　対　象　物

（１）防火対象物の現況　　　　　　　　　　　　

用　途

 複合用途防火対象物のうち、一部が特定防火対象物の用途である
もの 424

 カラオケボックス、個室形態の業務を営む店舗で総務省令で定め
るもの 1

特
定
防
火
対
象
物

（一）項
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3

（４）住宅防火診断

431

106

警告書･命令書交付数

9861 3

令和
4年度

合  計

217

（３）防火対象物の立入検査結果

令和
5年度

173

323

令和
3年度

過去
累計

令和
6年度

（２）防火対象物の立入検査件数

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

予防査察 警防査察

改善報告書受理数

訪問診断 978

年　度

1

138

種　別（対象物数）

特定防火対象物 （745）

非特定防火対象物 （2,415）

合　 計 （3,160）

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

12

9479

合　計

150
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イ

ロ 2

イ

ロ 1

ハ

二

イ

ロ

（五）項 イ 1

イ

ロ

ハ

二

（九）項 イ

（十六）項 イ 6

10     合   計 21 13 33930

13 15 5 1

2
（六）項

1

2

（二）項

（四）項 1

（三）項

1

16 4

1 1

1

特
定
１
階
段

の
も
の

14 11

用　途 ３
０
０
人

以
上
の
も
の

特
定
１
階
段

の
も
の

特
定
１
階
段

の
も
の

３
０
０
人

以
上
の
も
の

点検を要する
防火対象物数

（５）防火対象物定期点検報告制度実施状況　　　　　　　　　

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

処理件数

報告済件数

特
例
認
定
済
対
象
物
数

1

特例認定件数 不認定件数

（一）項

2

18

1

4

1

1

1

2

2

2

特
定
１
階
段

の
も
の

３
０
０
人

以
上
の
も
の

３
０
０
人

以
上
の
も
の
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イ

ロ 3 1 4

イ

ロ 1 1 2

ハ

二

イ

ロ 5 2 7

1 1

イ 2 4 1 1 8

ロ 119 131 112 18 12 10 11 7 2 4 5 3 434

イ 1 2 3

ロ 7 3 1 11

ハ

二

19 2 21

1 1

イ

ロ

イ 5 5

ロ

イ 2 2

ロ

3 3

28 20 2 3 53

イ 79 46 29 3 1 1 1 1 1 162

ロ 43 25 9 1 1 1 1 81

315 234 158 24 17 13 12 8 4 4 5 4 798

（６）中高層建築物（４階以上）の現況

4 5 6 7 8 9 10

（令和7年4月1日）

計1511 12 13 14

（五）項

（六）項

（十六）項

用　途

（四）項

（七）項

（八）項

（十）項

（十四）項

合　計

階　数

（十三）項

（十一）項

（十二）項

（九）項

（三）項

（一）項

（二）項

（十五）項
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2

2

49
65
12
16
41
38
10

397

1431
75

6
5

市環境保全条例指定事業等事前協議書

工事中の消防計画

許可申請（認定申請含む）

計画通知

建築基準法第９３条第４項の規定に基づく通知

建築確認申請に伴う消防用設備等設置計画書

仮使用承認申請

旅館・ホテル等の消防法令に係る消防法令適合通知書交付

建　築　同　意　事　務　等

73

（１）過去５年間の建築同意事務の推移

2

（２）建築関係事務処理状況

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

建築確認申請同意

8

8

43

38

4

300

96
101

89

105

115

0

20

40

60

80

100

120

140

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（
件
数
）

同意件数 同意件数
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イ

ロ

イ

ロ

ハ

二

イ

ロ 1 (1) 1 (1)

2 (1) 2 (1)

イ

ロ 37 (36) 37 (36)

イ 1 1

ロ 1 (1) 1 (1)

ハ 1 (1) 1 (1)

二

4 (3) 4 (3)

イ

ロ

イ

ロ

イ 1 1

ロ

3 3

9 (8) 9 (8)

イ 5 (4) 1 (1) 6 (5)

ロ 1 (1) 1 (1)

41 41

6 6

1 1

113 (56) 1 (1) 1 115 (57)

用途変更等 計

（３）用途別の建築事務処理状況

用　途

（一）項

新　築 増　築

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

（七）項

　　　上記数字には、許可申請及び計画通知を含む。

（十五）項

（十七）項

（十八）項

専用住宅

長屋住宅

備考：（　）内数字は、消防同意の際、消防用設備の設置を指示したもの。

（八）項

（十）項

（二）項

（三）項

（五）項

（六）項

（四）項

工事種別

その他

合　計

（十六）項

（九）項

（十一）項

（十二）項

（十三）項

（十四）項
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91 120

7 1

22

3

3 8

11

20

1 3

2

112 2

141

令和
5年度

令和
6年度

（３）過去５年間の検査済証交付及び検査済処理状況

項  目

195

誘導灯

令和
3年度

令和
2年度

52 53

その他

令和
4年度

64

消防用設備等点検結果報告数 1074

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

215 235

検査済証交付数

208

（４）消防用設備等点検結果報告状況

46

検査済処理件数

連結送水管

火災通報装置

スプリンクラー設備

ガス漏れ火災警報設備

避難はしご

泡消火設備

排煙設備

420

年  度

65

パッケージ型自動消火設備

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

消
火
設
備

漏電火災警報器警
報
設
備

消火器

非常ベル･自動式サイレン

（１）消防用設備等の届出状況

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

非常コンセント設備

屋内消火栓設備

　
消
火
活
動
上

　
必
要
な
施
設
・
他

緩降機

122

粉末消火設備

（２）消防用設備等の検査状況

救助袋

115

避
難
設
備

工事整備対象設備等着工（消防用設備等設計）届

放送設備

消　防　用　設　備　等

消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届

防火対象物使用開始届

合           計 657

自動火災報知設備

-25-



（令和7年4月1日）

イ

ロ 64 64 64

イ

ロ 2 2 2

ハ

イ

ロ 61 56 54

30 55 54 53

（五）項 イ 30 9 9 9

イ 30 7 7 6

ロ 10 42 42 42

ハ 37 37 36

ニ 7 7 7

（九）項 イ 30

563 536 519

（五）項 ロ 50 260 251 240

50 4 4 4

（九）項 ロ 50 4 4 4

50

50 24 24 24

イ 12 12 12

ロ

イ

ロ 1 1 1

50 2 2 2

50 61 58 56

50 2 2 2

424 412 398

987 948 917合　　　　計

30

30

30

30

50

（十七）項

（十五）項

（十六）項 ロ 50 32 32 31

（十一）項

（十二）項

（十三)項

50

非
特
定
防
火
対
象
物

（七）項 50 22 22 22

（十）項

（十四）項

　小　　　計

（八）項

　小　　　計

（六）項

（十六）項 イ 30 278 257 245

（三）項

（四）項

1 1 1
特
定
防
火
対
象
物

（一）項

（二）項

二

防　火　管　理

（１）防火管理者の選任状況

用　途
防火管理者の
選任が必要と

なる人員（人）

要防火管理者
防火対象物数

防火管理者選任
防火対象物数

消防計画届出
防火対象物数

-26-



（１）防火対象物の現況　　　　　　　　　　　　

62

2

2

49
65
12
16
41
38
10

397

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

過去

累計

甲種 3,477 44 46 31 3,598

乙種 103 2 5 110

※令和２年度以降、日本防火・防災協会に業務委託

（令和7年4月1日）

防火管理者選任解任届
防火管理者

消防計画作成（変更）届

（２）防火管理者の選任率

資格取得者

平成
29年度

平成
30年度

令和
元年度

（３）防火管理関係届出状況

令和２年度
以降※

（４）防火管理者の資格付与状況

全体選任率 96%

合  計最近の５年間

424

257

選任

536件

95%

未選任

27件

5%

特定防火対象物 563件

選任

未選任

選任

412件

97%

未選任

12件

3%

非特定防火対象物 424件

選任

未選任
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11 1

1 「市政情報広告モニター」放映 1

5 65

15

予　防　広　報

（１）広報活動状況

実施期間（日） 　活　動　内　容

 住宅用火災警報器に関する広報

・ガス事業所との火災予防啓発の連携に関する協定締結
 4月1日
       ～3月31日

・マグネットシートによる巡回広報

 5月31日
       ～7月26日

 市内幼稚園、保育所に対する“おもちゃ花火”の安全指導

・花火の実施・防火アニメの上映

・幼稚園、保育所職員に対する消火器取扱い訓練の実施

危険物安全週間に関する広報

・給油取扱所への立ち入り検査実施

・市広報誌による広報

 10月23日
       ～10月29日

放置ボンベに関する広報

・市消防本部facebook・Instagramに投稿

 11月1日
　　 　～11月30日

 住宅用火災警報器に関する広報

・市広報誌による広報

 6月2日
       ～6月8日 ・市ホームページによる広報

 11月9日
       ～11月15日

 秋の全国火災予防運動

・市広報誌への掲載・消防だより・ポスター配布等で令和６

　年度秋の火災予防運動と住宅用火災警報器の広報を実施

・宿泊施設への立ち入り検査実施

・移動タンク貯蔵所への立ち入り検査実施

・高齢者住宅防火査察（診断）実施

　3月1日
　　　　～3月7日

春の全国火災予防運動

・消防記念日に伴う表彰について

　（優良防火対象物・優良危険物施設）　

・春の全国火災予防運動企画について

　「高校書道部×池田市消防本部」～高校生のパワーを火災予防に～

・高齢者住宅防火査察（診断）実施

（２）広報紙掲載等の状況

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

 「広報いけだ」掲載  消防広報紙「消防だより」発行

 フェイスブック・インスタグラム

 ホームページ

 消防関係機関紙掲載

 ケーブルテレビ放映
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 （１）５年間の危険物施設の推移

 （２）施設別区分

（令和7年4月1日）

危  　険  　物

0

5

10

15

20

25

30 28

3

28

12

20

17

屋
内
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク

貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク

貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク

貯
蔵
所

給
油
取
扱
所

一
般
取
扱
所

127

114

109 108 108

105

107

109

111

113

115

117

119

121

123

125

127

129

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
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24 3 18 2 4 8 59

2 3 1 4 10

1 3 5 5 5 19

1 1 4 1 7

1 1 2 4

2 3 5

4 4

28 3 28 12 20 17 108

1 1 2

7 7

1 1

19 7 1 10 37

11 4 15

4 1 7 1 13

4 2 1 5 12

1 2 2 4 9

1 1

11 11

28 3 28 12 20 17 108

（３）施設の数量別及び業態別設置状況
　　（令和7年4月1日）

施　設　別　

　数量別・業態別

屋

内

貯

蔵

所

寮・共同住宅

ゴルフ場

建設業

保育所・福祉施設

ガソリンスタンド

合　　　計

合　　　計

映画館・遊技場等

病院・診療所

官公庁

事務所（商店を含む）

旅館・ホテル

学校・幼稚園

公衆浴場

工場・作業場

運輸・運送

銀行・金融機関

業
　
　
　
態
　
　
　
別

一

般

取

扱

所

合

 
 
 
計

給

油

取

扱

所

指定数量以上～　5倍以下

　　５倍を超え～　　１０倍以下

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

数
　
量
　
別

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

　１０倍を超え～　　５０倍以下

　５０倍を超え～　　１００倍以下

１００倍を超え～　１５０倍以下

１５０倍を超え～　２００倍以下

２００倍を超え～１０００倍以下
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L

L

L

L

L

L

L

28 3 28 20 17 96

27 5 20 10 62

施 設 数

保安監督者を要するもの

（令和7年4月1日）

法令により保安監督者
屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

一

般

取

扱

所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

（５）製造所等要保安監督者施設数

（４）第４類品名別貯蔵取扱数量状況

合

 
 
 
計

を 定 め な け れ ば な ら

第 １ 石 油 類 633,332

713,515

222,996

29,309

                                           （令和7年4月1日）

給

油

取

扱

所

第 ２ 石 油 類

第 ３ 石 油 類

ア ル コ ー ル 類

特 殊 引 火 物

合 計

第 ４ 石 油 類

1,614,655

215

15,288

な い 施 設 区 分

屋

内

貯

蔵

所

第１石油類

39%

第２石油類

44%

第３石油類

14%

その他

3%

貯蔵取扱数量

第１石油類

第２石油類

第３石油類

その他
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3 3

3 3

2 2

1 1

7 3 12 5 27

3 1 1 5

1 1 10 2 1 15

3 3

4 1 6 2 13

4 1 6 2 13

1 1

1 3 4

3 3

1 1 3 5

20 2 10 10 30 26 98

（６）事務処理状況

屋

内

貯

蔵

所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

給

油

取

扱

所

一

般

取

扱

所

合

 
 
 
 
 
計

施　設　別　等　

　申　請　等

そ

の

他

仮 使 用 承 認 申 請

仮 貯 蔵 ・ 仮 取 扱 い 申 請

軽 易 な 変 更 届

そ の 他

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

完 成 検 査 済 証 交 付

危 険 作 業 届

種 類 ・ 数 量 変 更 届

氏 名 ・ 名 称 ・ 住 所 変 更 届

予 防 規 程 認 可 申 請

設 置 許 可 申 請

変 更 許 可 申 請

設 置 完 成 検 査 申 請

変 更 完 成 検 査 申 請

完 成 検 査 前 検 査 申 請

合 計

廃 止 届

危 険 物 保 安 監 督 者 等 選 任 届

危 険 物 保 安 監 督 者 等 解 任 届

タ ン ク 定 期 点 検 結 果 報 告

譲 渡 引 渡 届

休 止 届

改 善 報 告

タンク管理・漏えい時措置計画書
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屋 内 貯 蔵 所

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所

給 油 取 扱 所

一 般 取 扱 所

小          計

条
例

少量危険物貯蔵・取扱場

2

立入検査等件数

4

1

3

28

20 10

6

11

（７）立入検査等の実施状況

政
　
令
　
施
　
設

合　　　　　計

施 設 数施 設 別

28

12

280

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

38

17

172

108 32

6
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3 3

2 2

12 12

2 4 1 7

2 4 18 24

（８）申請等に係る検査の状況　

合 計

完 成 検 査

危 険 作 業 検 査

仮貯蔵・仮取扱い検査

合

 
 
 
 
 
 
計

申請等

廃 止 届 確 認 検 査

そ の 他

変 更

休 止 届 確 認 検 査

完 成 検 査 前 検 査

仮 使 用 承 認 検 査

軽 易 な 変 更 検 査

中 間 検 査

給

油

取

扱

所

設 置

一

般

取

扱

所

施設別等
屋

内

貯

蔵

所

屋

内

タ

ン

ク

貯

蔵

所

地

下

タ

ン

ク

貯

蔵

所

移

動

タ

ン

ク

貯

蔵

所

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

そ

の

他
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名

名

名

名

名

名

名

名

名

2

　宣真認定こども園

　池田旭丘幼稚園

昭和60年6月6日

〃

（令和7年4月1日）

クラブ員数

138

　カトリック聖マリア幼稚園

婦人防火・少年消防・幼年消防クラブ

クラブ名 結成年月日

　池田五月山教会幼稚園

幼年消防クラブ

※ 神田少年防火クラブ  　  昭和57年10月17日結成　平成24年12月 6日解散

　室町幼稚園

244

〃

※ 北今在家婦人防火クラブ  昭和55年11月 1日結成　平成23年 8月21日解散

合　　　　　計

82

131　友星幼稚園

268

　石橋文化幼稚園

平成16年4月1日

※ 豊島野婦人防火クラブ    昭和56年 4月25日結成　平成 6年 3月31日解散

　亀之森幼稚園 〃 261

1,313

〃

〃

128

〃

61
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72 6

（１）高圧ガス事業者等件数及び立入検査件数

高圧ガス保安法関係

高圧ガス販売業者

第一種貯蔵所

1

1

3 1

1

第一種製造者

第二種製造者 14

立入検査件数

第二種貯蔵所

22

21

事業者等数

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

合　　　　　計

区　　　　　　分

容 器 検 査 所

2

7

特定高圧ガス消費者

第一種製造者
（冷　凍）

第二種製造者
（冷　凍）

1

2

2
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　施設名
　　　　　

高圧ガス製造設備軽微変更届に伴う検査

31

特定高圧ガス取扱主任者選任解任届書

保 安 検 査 受 検 届 1

4

2

高 圧 ガ ス 製 造 廃 止 届 1

高 圧 ガ ス 製 造 施 設 等 変 更 届

販 売 事 業 届

2

合 計

第
一
種
製
造
者

第
一
種
製
造
者

(

冷

凍

)

第
二
種
製
造
者

第
二
種
製
造
者

(

冷

凍

)

高 圧 ガ ス 製 造 施 設 休 止 届

111

（３）申請等に係る検査の状況
(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

174

4

1 21

1 1

2

第
一
種
貯
蔵
所

1合　　　　　　　　計 1

販

売

業

者

高 圧 ガ ス 製 造 廃 止 届 に 伴 う 検 査 1 1

高 圧 ガ ス 製 造 変 更 許 可 に 伴 う 検 査

　　申請等

高 圧 ガ ス 販 売 事 業 届 に 伴 う 検 査

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

高 圧 ガ ス 保 安 統 括 者 等 選 解 任 届

4

容 器 検 査 所 登 録 申 請 に 伴 う 検 査

そ

の

他

容

器

検

査

所

合

　
　
計

第
二
種
貯
蔵
所

特
定
高
圧
ガ
ス

消

費

者

高圧ガス製造施設等変更届に伴う検査

（２）事務処理状況

高 圧 ガ ス 製 造 設 備 等 変 更 許 可 申 請

高 圧 ガ ス 製 造 事 業 届 1

高 圧 ガ ス 製 造 設 備 軽 微 変 更 届

第
一
種
製
造

者

第
一
種
製
造

者

(

冷

凍

)

第
二
種
製
造

者

第
二
種
製
造

者

(

冷

凍

)

　　申請等

第
二
種
貯
蔵

所

特
定
高
圧
ガ

ス

消

費

者

販 売 事 業 ガ ス 種 変 更 届

　　　　　　施設名

保 安 検 査 結 果 報 告 書 1

合

　
　
計

販

売

業

者

第
一
種
貯
蔵

所

1

2

そ

の

他

容

器

検

査

所

2

1

3

1

1

3

1 5高 圧 ガ ス 製 造 施 設 等 変 更 報 告 書 1 3
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保安機関認定更新申請 2

4

保安業務実施状況報告

液化石油ガス設備工事等

2

合　　　　　計

（２）事務処理状況

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

件　数

2

2

6

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係

（１）液化石油ガス事業者等件数及び立入検査件数

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

3

7

立入検査件数

2

2

液化石油ガス販売事業者

区　　　　　　分 事業者等数

区　　　　分

液化石油ガス販売事業報告

合　　　　　計

2

液化石油ガス保安機関
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火薬類取締法関係

（１）火薬類取締法事業者等件数及び立入検査件数

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

区　　　　　　分 事業者等数 立入検査件数

消費者（発破） 1 1

煙火消費 1

庫外貯蔵庫 2

火薬類販売業者

（２）事務処理状況

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

件　数

1

1

1

火薬庫外貯蔵場所指定解除届

合　　　　　計 3 2

　火薬庫外貯蔵記載事項変更届

  火薬類製造（販売）営業廃止届

合　　　　　計 9

区　　　　　　分

火薬類譲受・消費許可申請

火薬類（煙火）消費許可申請

火薬類製造取扱保安責任者等選任届

火薬類製造取扱保安責任者等解任届

火薬類消費高報告

火薬類消費終了報告

譲受・消費許可申請書記載事項変更届

1

1

1

3
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警防救急編 



   消防車両等現況 

  （令和 7 年 4 月 1 日） 

項目 

 

配置 
種 別 社 名 年式 

エンジン 

排気量(CC) 
級別 

本 

部
・
署 

化 学 車 ( Ⅱ 型 ) 日  野 2010 6,400 A2 

小型水槽付ポンプ車 日  野 2012 4,000 A2 

小型水槽付ポンプ車 日  野 2025 4,000 A2 

１３ｍ放水塔付消防自動車 日  野 2023 5,120 A2 

4 0 ｍ は し ご 車 日  野 2011 8,860  

水 槽 車 日  野 2013 7,680 B2 

救 助 工 作 車 (Ⅱ 型 ) 日  野 2012 6,400  

小型水槽付ポンプ車 日  野 2017 4,000 A2 

資 機 材 搬 送 車 ト ヨ タ 2005 4,890  

査 察 ・ 広 報 車 ダイハツ 2014 650  

査 察 ・ 広 報 車 ダイハツ 2014 650  

司 令 車 ダイハツ 2024 1,190  

指 揮 車 ト ヨ タ 2022 2,690  

高 規 格 救 急 車 ト ヨ タ 2020 2,690  

高 規 格 救 急 車 ト ヨ タ 2015 2,690  

高 規 格 救 急 車 ト ヨ タ 2014 2,690  

高 規 格 救 急 車 ト ヨ タ 2019 2,690  

高 規 格 救 急 車 ト ヨ タ 2024 2,690  

乗 用 車 ダイハツ 2024 1,190  

乗 用 車 ダイハツ 2019 990  

連 絡 車 ダイハツ 2014 650  

災 害 資 材 車 ダイハツ 2000 4,610  

災 害 支 援 車 日  野 2015 4,000  

資 機 材 搬 送 車 ダイハツ 2015 650  

小 型 動 力 ポ ン プ トーハツ 2000 617 B3 

小 型 動 力 ポ ン プ トーハツ 2000  554 B3 

小 型 動 力 ポ ン プ トーハツ 2002   617 B3 

小 型 動 力 ポ ン プ トーハツ 2015   526 B3 

原 動 機 付 自 転 車 ス ズ キ 2014    49  

原 動 機 付 自 転 車 ス ズ キ 2014    49  

 
 
 

分 

署 

小型水槽付ポンプ車 日  野 2022 4,000 A2 

小型水槽付ポンプ車 日  野 2023 4,000 A2 

高 規 格 救 急 車 ト ヨ タ 2017 2,690  

小 型 動 力 ポ ン プ トーハツ 1999 554 B3 

原 動 機 付 自 転 車 ス ズ キ 2014    49  
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主な救助・救急器具一覧 
（令和 7 年 4 月 1 日） 

 
 

区分 品    名 数量 区分 品    名 数量 

一
般
救
助
器
具 

かぎ付梯子 5 
呼
吸
保
護 

用
器
具 

空気呼吸器 44 

３連梯子 8 酸素呼吸器 5 

金属製折りたたみ梯子 2 簡易呼吸器 2 

空気式救助マット 1 送排風機 1 

救命索発射銃 1 

保
護
用
器
具 

耐電衣一式 5 

救助用縛帯 7 携帯警報器 26 

平担架 1 防毒マスク 26 

重
量
物
排
除 

油圧スプレッダー 2 化学防護服 24 

可搬ウィンチ 2 陽圧式化学防護服 3 

マンホール救助器具 2 耐熱服 6 

マット型空気ジャッキ一式 2 

水
難
救
助 

用
器
具 

潜水器具 8 

切
断
用
器
具 

油圧切断機 3 救命胴衣 57 

エンジンカッター 8 救命浮環 17 

ガス溶断機 1 救命ボート 2 

チェーンソー 4 船外機 1 

鉄線カッター 1 

高
度
救
助 

用
資
機
材 

画像探索機  1 

破
壊
用
器
具 

万能斧 11 地中音響探知機 1 

ハンマー 14 熱画像直視装置 4 

携帯用コンクリート破壊器具 2 夜間用暗視装置 1 

削岩機 1 地震警報器 1 

ハンマドリル 2 
そ
の
他

器
具 

緩降機 3 

測
定
器
具 

可燃性ガス測定器 5 ロープ登降機 3 

有毒ガス測定器 9 発電機 16 

酸素濃度測定器 6 高
度
救
命 

処
置
用 

資
機
材 

自動体外式除細動器 10 

放射線測定器 4 輸液用資機材一式 6 

山岳 バスケット型担架 5 患者監視装置 5 

-41-



消防応援協定 

                            （令和 7 年 4 月 1 日） 

名  称 締結年月日 構成団体 締結内容 

消防相互応援協定 昭和 41 年 12 月 10 日 伊丹市 災害全般 

同  上 昭和 43 年 3 月 9 日 大阪市 
航空機等の 

災害全般 

同  上 昭和 43 年 12 月 28 日 吹田市 災害全般 

同  上 昭和 44 年 5 月 1 日 川西市 同  上 

航空消防応援協定 昭和 45 年 10 月 1 日 大阪市 
回転翼航空機 

による消防業務 

縦 貫 道 路 茨 木 市

(JI203.4)宝 塚 イ ン

ターチェンジ間にお

ける消防相互応援協

定 

昭和 54 年 6 月 7 日 

豊中市、吹田市 

茨木市、伊丹市 

宝塚市、川西市 

災害全般 

大阪国際空港周辺都

市航空機災害消防相

互応援協定 

昭和 62 年 8 月 12 日 

大阪市、豊中市 

吹田市、八尾市 

松原市、尼崎市 

西宮市、伊丹市 

川西市、宝塚市 

東大阪市、堺市 

柏原羽曳野藤井寺消

防組合、高石市 

航空機災害 

大阪府下広域消防相

互応援協定 
昭和 63 年 9 月 1 日 

大阪府下 

 消防本部・局 
災害全般 

大阪府豊能地域広域

消防相互応援協定 
平成 27 年 4 月 1 日 

豊中市、箕面市 

豊能町、能勢町 
災害全般 

大阪国際空港及びそ

の周辺における消火

救難活動に関する協

定 

平成 28 年 3 月 29 日 

豊中市、伊丹市 

関西エアポート株式

会社 

消火救難活動 

新名神高速道路（高

槻市～川西市）消防

相互応援協定 

平成 29 年 12 月 6 日 
高槻市、茨木市 

箕面市、川西市 
災害全般 

災害時等の無人航空

機支援協力に関する

協定 

令和 3 年 3 月 23 日 
株 式 会 社 ふ る さ と 

創生研究開発機構 

災害対応に必要な

映像、画像等の情報

収集 
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豊中市・吹田市・池

田市・箕面市におけ

る救急車同乗研修協

定 

令和 5 年 3 月 10 日 
豊中市、吹田市 

箕面市 

救急活動の見学研

修及び情報交換 

AED 設置登録情報シ

ス テ ム （ 財 団 全 国

AED マップ）協定 

令和 6 年 3 月 29 日 
一般財団法人日本救

急医療財団 

AED 設置登録情報の

活用 

 
 

豊能地域メディカルコントロール 
               （令和 6 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日） 

 数 備  考 

気管挿管認定 2 名 総数 39 名 

検証会議  12 回  

検証数 94 回  

症例検討会  2 回  

豊能地域救急メディカルコントロール協議会 2 回  

豊能地域救急メディカルコントロール協議会 

教育小委員会 
1 回  

豊能地域救急メディカルコントロール協議会 

検証小委員会 
1 回  

豊能地域救急メディカルコントロール協議会 

消防局・本部救急担当課長会議 
2 回  

 
 
 緊急消防援助隊  
                        （令和 7 年 4 月 1 日） 
隊の種類  登録隊数  概   要  人 数  

消火隊  3 隊  消防ポンプ自動車  3 台  12 名  

救急隊  2 隊  高規格救急自動車  2 台  6 名  

計  5 隊   5 台  18 名  
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消防総合訓練企画 
（令和 6 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日） 

訓 練 名 称  日 程  

大阪国際空港航空機事故対策部分訓練  10 月 10 日 

 
 

消防特別警備企画 
（令和 6 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日） 

警 備 名 称  日 程 
猪名川花火大会消防警備 8 月 17 日 

市民カーニバル等消防警備 石橋まつり 

             がんがら火まつり 

             市民カーニバル 

7 月 27 日、28 日 

8 月 24 日 

8 月 24 日 

歳末消防特別警備 12 月 20 日～31 日  

 

 

過去５年間の開発行為事務処理状況 

区  分 令和 6 年度 令和 5 年度 令和 4 年度 令和 3 年度 令和 2 年度 

事 前 協 議 21 18 31 30 24 

協議(同意)申請書 6 9 9 8 10 

中 間 検 査 回 数 0 1 0 0 0 

完 成 検 査 回 数 0 0 0 0 1 
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自主防災組織結成状況 

                                      （令和 7 年 4 月 1 日） 

  名         称 結成年月日 備      考 

１ 
アルビス・五月丘団地自治会自主 

防災組織 
昭和 35 年 4 月 1 日 五月丘小学校区 

２ 伏 尾 台 防 災 ・ 防 犯 委 員 会 平成 8 年 4 月 14 日 細 郷 小 学 校 区 

３ 石 橋 南 自 治 会 防 災 会 平成 9 年 6 月 29 日 石橋南小学校区 

４ 鉢 塚 自 主 防 災 隊 平成 11 年 4 月 1 日 緑 丘 小 学 校 区 

５ 新 豊 島 北 自 治 会 防 災 会 平成 12 年 4 月 1 日 北豊島小学校区 

６ 宇 保 ・ 八 王 寺 自 主 防 災 隊 平成 15 年 4 月 1 日 呉 服 小 学 校 区 

７ 呉 服 南 防 災 会 平成 15 年 4 月 1 日 呉 服 小 学 校 区 

８ 天 神 ２ 丁 目 天 神 会 防 災 会 平成 17 年 4 月 1 日 北豊島小学校区 

９ 荘 園 会 防 災 会 平成 17 年 4 月 1 日 北豊島小学校区 

10 神 田 自 主 防 災 会 平成 17 年 4 月 1 日 神 田 小 学 校 区 

11 バードヒルズ防犯防災推進委員会 平成 17 年 4 月 1 日 細 郷 小 学 校 区 

12 北 豊 島 自 主 防 犯 防 災 会 平成 17 年 12 月 1 日 北豊島小学校区 

13 ア ル ビ ス 緑 丘 自 主 防 災 会 平成 19 年 2 月 1 日 緑 丘 小 学 校 区 

14 室 町 自 主 防 災 ・ 防 犯 会 平成 19 年 4 月 1 日 呉 服 小 学 校 区 

15 満 寿 美 町 自 主 防 災 会 平成 19 年 8 月 1 日 呉 服 小 学 校 区 

16 姫 室 町 防 災 会 平成 20 年 4 月 1 日 呉 服 小 学 校 区 

17 桃 園 会 防 災 会 平成 20 年 4 月 27 日 呉 服 小 学 校 区 

18 建 石 町 自 主 防 災 会 平成 20 年 7 月 1 日 池 田 小 学 校 区 

19 北豊島中学校東地区自治会防災会 平成 20 年 9 月 1 日 北豊島小学校区 

20 城 南 防 災 会 平成 20 年 9 月 1 日 池 田 小 学 校 区 

21 大 和 町 防 災 会 平成 20 年 9 月 1 日 池 田 小 学 校 区 

22 ザ・ライオンズ池田自主防災会 平成 21 年 1 月 17 日 池 田 小 学 校 区 
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23 
五月丘１丁目自治会自主防災・ 

防犯隊 
平成 21 年 2 月 1 日 五月丘小学校区 

24 五 月 丘 ５ 丁 目 自 主 防 災 団 平成 21 年 3 月 31 日 五月丘小学校区 

25 呉 羽 会 自 主 防 災 部 平成 21 年 4 月 6 日 秦 野 小 学 校 区 

26 呉 服 北 自 主 防 災 会 平成 21 年 7 月 28 日 呉 服 小 学 校 区 

27 梅 香 園 防 災 委 員 会 平成 21 年 10 月 1 日 緑 丘 小 学 校 区 

28 上 １ 防 災 会 平成 21 年 11 月 1 日 池 田 小 学 校 区 

29 栄 本 町 地 域 防 災 会 平成 22 年 1 月 17 日  池 田 小 学 校 区 

30 石 橋 自 主 防 災 会 平成 23 年 4 月 1 日 石 橋 小 学 校 区 

31 槻 木 町 自 主 防 災 会 平成 23 年 5 月 8 日 池 田 小 学 校 区 

32 上 ２ 防 災 会 平成 24 年 3 月 1 日 池 田 小 学 校 区 

33 綾 羽 防 災 会 平成 24 年 6 月 1 日 池 田 小 学 校 区 

34 新 町 防 災 会 平成 24 年 7 月 14 日 池 田 小 学 校 区 

35 空 港 地 域 自 主 防 災 会 平成 24 年 9 月 10 日 石橋南小学校区 

36 天 一 自 主 防 災 会 平成 24 年 10 月 31 日 北豊島小学校区 

37 城 山 町 自 主 防 災 会 平成 25 年 3 月 18 日 池田小学校区 

38 豊 島 自 治 会 自 主 防 災 組 織 平成 25 年 4 月 1 日 北豊島小学校区 

39 菅 原 町 防 災 会 平成 25 年 7 月 1 日 池田小学校区 

40 綾 羽 一 丁 目 地 域 防 災 会 平成 26 年 3 月 8 日 池田小学校区 

41 西 本 町 自 主 防 災 会 平成 29 年 5 月 1 日 池田小学校区 

42 南 畑 公 園 自 主 防 災 会 平成 31 年 2 月 1 日 秦 野 小 学 校 区 

43 空 港 １ 丁 目 自 主 防 災 会 平成 31 年 4 月 28 日 石橋南小学校区 

44 荘 園 ２ 丁 目 自 主 防 災 会 令和 3 年 1 月 1 日 北豊島小学校区 
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管制業務編  
（北大阪消防指令センター） 

 

 

 



北大阪消防指令センター 
令和６年４月１日に池田市、豊中市、吹田市、箕面市、摂津市、豊能町、能勢町の

５市２町は吹田市総合防災センター内に「北大阪消防指令センター」を開設し、複雑

多様化する災害の対応力強化、消防業務の効率的な運用を図るため、消防防災情報シ

ステムを更新整備し、消防指令業務の共同運用を開始しました。 

    
（吹田市総合防災センター）           （指令室） 

消防防災情報システム 

消防防災情報システムは各種装置により構成されており、１１９番通報から、消防

車両の選別、出場指令及び現場への情報提供を一貫して処理し、火災・救急・救助等

の災害対応を円滑にするとともに、消防業務の電算処理化により事務処理の効率化を

図っています。 

 (令和７年 4月 1日) 

装 置 等 数 量 装 置 等 数 量 

指令装置（指令台一式） 8 台 電源設備 一式 

指揮台 1 台 統合型位置情報通知装置 一式 

表示盤（総合情報表示装置） 一式 消防用高所監視施設 一式 

無線統制台 1 台 消防ネットワーク設備 一式 

気象情報収集装置 一式 セキュリティ装置 一式 

音声合成装置 3 台 障がい者通報対応装置 一式 

システム監視装置 1 台   
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北大阪消防指令センター通信施設系統図 

 

 

（インターネット） 

池田市ホームページ 

 

大阪府救急医療機関

情報システム 

１ １ ９ 番 通 報 

福 祉 Ｆ Ａ Ｘ 

メ ー ル １ １ ９ 

Ｎ  Ｅ  Ｔ  １  １  ９ 

駆 け 付 け 

加 入 電 話 

専 用 電 話 

そ の 他 

池 田 市 役 所 

市 立 池 田 病 院 

各 関 係 機 関 

大阪府下消防本部 

阪神地区消防本部 

医 療 機 関 

消 防 本 部 職 員 

消 防 団 員 

池 田 警 察  

阪 神 高 速  

中 国 道 

携帯電話    

スマートフォン 

車載運用端末装置 

指令端末 

・消防本部 

・細河分署 

庁内放送 

・消防本部 

・細河分署 

北大阪 

消防指令センター 

指
令
台
組
込
電
話 

直
通
専
用
電
話 

指
令
回
線 

災害自動案内装置 

活動波 1、2 

主運用波 

統制波 1、2、3 

大阪府防災行政波 

池田市防災行政波 

通 

 

報 

消防救急デジタル無線 
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救　急 669 3,425 2,167 1 4 6,266

火　災 2 12 4 18

救　助 7 54 4 65

警　戒 22 183 61 1 1 268

訓　練 40 10 105 155

試  験 40 22 57 4 10 133

問合せ 52 412 104 6 574

病院照
会相談

12 51 13 76

虚　報 5 20 25

誤　報 93 729 85 4 911

その他 7 52 8 1 2 70

ハード
キー切断

4 25 4 33

ＦＡＸ
切断

1 1

転送切断 347 4 351

119
網切断

2 2

火災通
報装置

163 16 179

合計 1,116 5,344 2,633 7 27 9,127

ヘルプ
ネット

駆付 合計
切断
種別

119番等の項目別受信件数
(令和6年1月1日～12月31日)

119
専用

携帯
119

ＩＰ
119
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無 線 設 備 概 要 

(令和 7年 4月 1日) 

区  分 基 地 局 移 動 局 計 

本  署 1 37 38 

細河分署 1 7 8 

合  計 2 44 46 

 

防災行政無線 
大 阪 府 池 田 市 

1 19 

 

種  別 

局（台）数 活動波 

府県波 

主運用波 

全国系 

統制波１ 

全国系 

統制波２ 

全国系 

統制波３ 

防 

災 

行 

政 

波 

定 

格 

出 

力 

Ｗ 

合計 小計 消防系 救急系 

消

防

用

無

線 

基地局 2 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

 ※ 

陸

上

移

動

局 

車 

載 

型 

20 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

10 

携 

帯 

型 

24 

3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

5 

21 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

2 

署

活

動

系 

消防本部・署 

80 

61       
 

1 

消 防 団 19       
 

1 

消防団車載型無線機 7 7 ○      
 

10 

行政

無線 

固定局 1 1       府防災 10 

移動局 19 19       市防災 2 

※ 基地局…………本部基地局（10Ｗ）・細河基地局（5Ｗ）   
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映像通報システム ＬＩＶＥ１１９ 

映像通報システム「Live119」とはスマートフォンからの119番通報者に現場のリアルタイ

ムな映像を送信していただくことにより、出動隊が到着するまでに現場の状況を消防指令セ

ンターで確認できるシステムです。 

 火災や事故の場合は、現場状況を把握することにより消防隊の初期活動を有効に行うこと

ができます。 

 救急要請の場合は、通報者に対して的確な口頭指導を実施することにより、傷病者の予後

の改善等につながります。 

 

 
 
 
 
 
 

 
ＬＩＶＥ１１９運用状況 

 （令和6年1月1日～12月31日） 

火災 救急 救助 警戒 訓練 合計(件)

１月 1 1

２月 0

３月 0

４月 1 1

５月 0

６月 0

７月 1 1 2

８月 1 1 2

９月 0

１０月 0

１１月 0

１２月 1 1

合計（件） 2 0 4 1 0 7
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消 防 団 編 
 

 



　

団　　　長

北 部 方 面 隊

（ 副 団 長 ）

中 部 方 面 隊

（ 副 団 長 ）

呉 服 分 団

細 河 分 団

消  防  団  組  織

女性消防団員
（団本部付）

秦 野 分 団

鉢 塚 分 団

池 田 分 団

（ 副 団 長 ）

神 田 分 団

団本部分団長

北豊島分団

南 部 方 面 隊
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消 防 団 の 沿 革 
 
 郷土の防災に挺身する消防団の歴史は遠く江戸時代に端を発し、当時雲龍水龍吐水を

備え消防活動を行っていた。 
 
明治１０年    腕用ポンプ１台購入配備（池田村） 
明治２２年 ４月 町制実施により池田町消防組を結成 
明治２７年１１月 消防組規則公布により公設池田町消防組を設置 
明治３０年 ６月 腕用ポンプ１台購入配備 
明治４３年 ８月 蒸気ポンプ１台購入配備 
大正 ８年 ５月 手曳ガソリンポンプ２台購入配備 
大正１２年 ５月 手曳ガソリンポンプ１台、三輪ポンプ自動車購入配備 
昭和１０年 ８月 ダッチブラザーズ５００ガロン消防自動車１台購入配備 
昭和１４年１０月 警防団令公布により池田市警防団と改称 
         （人員８００人、自動車５台、三輪１台、手曳１台） 
昭和１６年 ９月 消防車２台購入、呉服分団、秦野分団に配備 
昭和２２年 ８月 消防団令の公布により警防団を廃し、池田市消防団を結成発足 

（団員定数１５０人、５ヶ分団） 
昭和２５年        中型消防ポンプ自動車２台購入、細河分団、北豊島分団に配備 
昭和２６年    細河分団車庫兼詰所４６．２㎡建設 
昭和２７年    北豊島分団車庫兼詰所５６．１㎡建設 
昭和２９年 ４月 １日 消防団員定数１５０名を１８０名に条例改正 
昭和３１年１２月３１日 細河分団員、星野、吉野氏殉職 
昭和３６年 ２月１９日 消防団装備強化のため消防ポンプ自動車１台購入、池田分団に配置 
昭和３７年 ２月２２日 消防ポンプ自動車１台購入、呉服分団に配置 
昭和４２年１１月１５日 消防ポンプ自動車１台購入、北豊島分団（神田）に配置 
昭和４４年１０月 ９日 消防ポンプ自動車１台購入、細河分団に配置 
昭和４５年１０月１７日 消防ポンプ自動車１台購入、秦野分団（鉢塚）に配置 
昭和４６年 ８月２５日 小型動力ポンプ１台購入、細河分団に配置 
昭和４７年１０月 ６日 消防ポンプ自動車ＢＳⅠ型１台購入、北豊島分団に配置 
昭和４９年 ８月２３日 消防団機械整備強化のため消防ポンプ自動車１台購入、池田分団 

に配置 
昭和５０年 ８月 ５日 消防ポンプ自動車ＢＳⅠ型１台購入、呉服分団に配置 
昭和５３年 ９月 ６日 消防ポンプ自動車ＢＳⅠ型１台購入、秦野分団に配置 
昭和５３年１２月１０日 池田分団車庫詰所改築 
昭和５４年 ９月２６日 小型動力ポンプ３台購入、呉服分団、秦野分団（鉢塚）、北豊島 

分団（神田）に配置 
昭和５５年 ８月２０日  小型動力ポンプ３台購入、北豊島分団、秦野分団、池田分団に配置 
昭和５６年 ４月 １日  組織の改正を行い３方面隊７分団とする 
昭和５６年１２月２２日 呉服分団車庫詰所７０㎡建設移転 
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昭和５７年１１月 ６日 消防ポンプ自動車ＢＳⅠ型１台購入、北豊島分団に配置 
昭和５８年 ６月 ７日 北豊島分団詰所新築 
昭和５９年 ５月２４日 トランシーバー１５基購入、団本部１基、７分団各２基配置 
昭和５９年 ７月２９日 秦野分団車庫詰所改築 
昭和６０年１０月 ３日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、細河分団に配置 
昭和６２年１０月１４日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、鉢塚分団に配置 
平成 元年 ９月３０日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、神田分団に配置 
平成 元年１０月 １日 車載用受令機７台購入、各分団車両に配置 
平成 元年１２月１０日 細河分団車庫兼詰所６１．１７㎡建替 
平成 ２年１１月１４日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、池田分団に配置 
平成 ２年１２月 ９日 秦野分団車庫兼詰所８２．５９㎡建替 
平成 ２年１２月１６日 神田分団車庫兼詰所７０．７８㎡建替 
平成 ４年 ７月３１日 広報車（普通自動車）１台日本消防協会より寄贈があり団本部に 

配置 
平成 ４年 ９月 ９日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台日本損害保険協会より寄贈が 

あり秦野分団に配置 
平成 ４年１０月１２日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、呉服分団に配置 
平成 ５年 ８月１３日 高感度トランシーバー１５基購入、団本部１基、７分団各２基配置 
平成 ７年 ３月２９日 各分団車庫詰所にファクシミリを配置（４月１日運用開始） 
平成 ８年１１月１８日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、北豊島分団に配置 
平成１１年 ５月２８日 池田市地域防災計画に基づき池田市地域防災無線機１５基を団 

本部１基、７分団各２基配置し運用開始 
平成１２年 ２月 ９日 日本消防協会長より優良消防団表彰を受け表彰旗を受章 
平成１２年 ７月１０日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、細河分団に配置 
平成１２年 ９月１０日 細河分団車庫兼詰所９９．６１㎡移転新築 
平成１５年１０月１０日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、鉢塚分団に配置 
平成１７年１０月１５日 小型動力ポンプ３台購入、呉服、神田、鉢塚分団に配置 
平成１７年１０月３０日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、神田分団に配置 
平成１８年１０月２１日 小型動力ポンプ３台購入、池田、北豊島、秦野分団に配置 
平成１８年１１月 ２日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、池田分団に配置 
平成１９年 ２月 ８日 日本消防協会長より優良消防団表彰を受け竿頭綬を受章 
平成２０年 ２月１５日 指揮・広報車（普通自動車ワンボックス型）１台日本消防協会より 

寄贈があり団本部に配置 
平成２０年 ９月 ５日  消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、秦野分団に配置 
平成２０年１１月２５日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、呉服分団に配置 
平成２１年１０月 １日 池田市地域防災無線機１５基をデジタルMCA無線機に更新 
平成２４年 ９月 １1 日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、北豊島分団に配置 
平成２５年 ９月  ４日 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台購入、細河分団に配置 
平成２７年 ３月 ２３日 小型動力ポンプ１台栗田トシ子氏より寄贈があり細河分団に配置 
平成２９年 ９月 ２６日 救助資機材搭載型消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型１台、総務省より 

無償貸与があり鉢塚分団に配置 
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令和 ２年 ４月 １日 北豊島分団車庫兼詰所２９９．９２㎡移転新築 
令和 ４年 ４月 １日 消防団員定数１８０名を２００名に条例改正 
令和 ４年 ４月 １日 女性消防団員創設（団本部付）  
令和 6 年 4 月 18 日  総務大臣より消防団地域貢献表彰を受章 

令和 7 年 3 月 15 日 大阪府消防協会会長より優良消防団表彰を受け表彰旗を受章 
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（１）現在員数

階級別 副　分
分団別 団　長

1 3 1 3 17 25
1 1 4 6 12 24
1 1 4 6 11 23
1 1 4 6 6 18
1 1 4 6 13 25
1 1 4 6 13 25
1 1 4 6 13 25
1 1 4 6 13 25

1 3 8 7 28 45 98 190

（２）階級別定員・実員数

　　　　　　　 階級別 副　分
定員・実員 団　長

← → 200
1 3 8 7 28 45 98 190

（３）階級別在職年数

階級別 副　分
年数別 団　長

22 22
5 30 35
6 17 23

1 7 17 18 43
1 4 7 7 4 23
3 1 7 6 1 18
4 1 4 2 4 15

1 2 2 2 7
1 2 1 4
1 3 8 7 28 45 98 190

（４）年齢別団員数

20才 20才～ 26才～ 31才～ 36才～ 41才～ 46才～ 51才～ 56才 平均
未満 25才 30才 35才 40才 45才 50才 55才 以上 年齢

団員数 4 4 14 17 40 43 37 31 47

計

副団長 分団長

北 豊 島
秦 野
細 河
神 田

班　長団　長 団　員 計

（令和7年4月1日）

鉢 塚

部　長 班　長 団　員 計

（令和7年4月1日）

消　防　団　員

本 部
池 田
呉 服

部　長

１ 年 以 上 ５ 年 未 満
５ 年 以 上 10 年 未 満
10 年 以 上 15 年 未 満

団　長 副団長 分団長

１ 年 未 満

（令和7年4月1日）

定　　　員
実　　　員

団　長 副団長 分団長 部　長 班　長

200

30 年 以 上 35 年 未 満

年　齢

３ ５ 年 以 上
計

（令和7年4月1日）

団　員 計

15 年 以 上 20 年 未 満
20 年 以 上 25 年 未 満
25 年 以 上 30 年 未 満
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　表彰には国が行う叙位、叙勲、褒章のほかに消防表彰規程に基づく各種の表彰
があり大阪府、大阪府消防協会、池田市においても毎年該当者について、定期的
に表彰を行っている。

1 1 1 1 1
2 1 1 1 1 1 1
3 2 3 3 3 2 3
5 4 5 2 4 2
1 1 1 1 1
1 7 3 3 5 4 1
5 5 5 7 3 5 5
5 5 5 7 7 3 5
6 6 6 7 7 3 6
8 2 2 2 2 8 2
6 5 5 5 5 5 6
6 7 6 7 6 3 6

49 45 43 45 45 36 37

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）
出動別

月　別 回　数 人　員 回　数 人　員 回　数 人　員 回　数 人　員 回　数 人　員

４月 21 189 9 14
５月 47 327 2 6
６月 49 398 1 1
７月 1 16 40 279 4 61 8 14
８月 26 210 9 93
９月 22 185 2 17
10月 21 215 3 6
11月 28 263 9 14
12月 20 220 24 302 3 8
１月 26 251 3 37 6 7
２月 29 344
３月 1 17 20 232 11 25
計 2 33 349 3,113 42 510 52 95

3,751 名

大阪府消防協会豊能支部長
池 田 市 長

消防団員表彰状況

知
事

消
防
協
会
長

大
　
阪
　
府

消 防 庁 長 官
勤 続 功 労 章
功 労 章

日 本 消 防 協 会
功 績 章

　種　類

消防団出動状況

永 年 勤 続 章
勤 続 章

令　和
3年度

令　和
4年度

精 勤 章
勤 功 章

計
消 防 団 長

令　和
6年度

　　　年　度 平　成
30年度

令　和
元年度

令　和
2年度

令　和
5年度

総出動延人員：

水　防 警　戒 会　議火災等 訓　練
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実施時期 参加人員（延）

  年  ４回 95人

毎月  ２回 2,004人

自 令和 6年 5月 8日
至 令和 6年 9月 1日

令和 6年 5月18日
令和 6年 6月 8日

16人

令和 6年 8月 4日 64人

令和 6年 8月17日 58人

令和 6年 8月24日 3人

令和 6年 8月24日 45人

令和 6年 9月 1日 2人

令和 6年 9月19日 4人

令和 6年10月20日 0人

令和 6年10月27日
令和 6年11月10日

1人

令和 6年12月 8日 1人

令和 6年12月27日 12人

自 令和 6年12月27日
至 令和 6年12月29日

338人

令和 6年12月10日 2人

（天満宮とんど） 令和 7年 1月14日 22人

（尊鉢厄神大祭） 令和 7年 1月19日 14人

3,365人

主たる消防団行事及び訓練等実施状況

行 事 及 び 教 養 訓 練 の 名 称

分 団 長 会 議 等

定 期 訓 練 及 び 機 械 器 具 の 点 検

愛 宕 神 社 護 摩 供 養 警 備

消 防 出 初 式

豊能地区支部消防総合訓練大会

消防団員教育訓練(幹部科)初級指導課程

猪 名 川 花 火 大 会

令和 7年 1月12日

合　　　　計

消防団員教育訓練(機関科)ポンプ車課程

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

がんがら火及び大文字等の消防特別警戒

大 阪 府 消 防 大 会

消防団員教育訓練(基礎教育訓練)

消 防 警 戒

消 防 警 戒

令和 6年 7月27日
令和 6年 7月28日

ポ ン プ 車 操 法 訓 練

127人

520人

消防団員教育訓練(幹部科)現場指揮課程

歳 末 特 別 警 戒

37人石 橋 祭

消防団員教育訓練(幹部科)分団指揮課程

歳 末 特 別 警 戒 激 励 式

全 国 女 性 消 防 団 員 活 性 化 大 会
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　　　　項目 ポンプ

 配置 級　別

普 通 ポ ン プ 車 日 野 2006年 4,000 Ａ２

小 型 動 力 ポ ン プ ト ー ハ ツ 2006年 617 Ｂ３

普 通 ポ ン プ 車 日 野 2008年 4,009 Ａ２

小 型 動 力 ポ ン プ ト ー ハ ツ 2005年 617 Ｂ３

普 通 ポ ン プ 車 日 野 2012年 4,000 Ａ２

小 型 動 力 ポ ン プ ト ー ハ ツ 2006年 617 Ｂ３

普 通 ポ ン プ 車 日 野 2008年 4,009 Ａ２

小 型 動 力 ポ ン プ ト ー ハ ツ 2006年 617 Ｂ３

普 通 ポ ン プ 車 日 野 2013年 4,000 Ａ２

小 型 動 力 ポ ン プ ト ー ハ ツ 2015年 526 Ｂ３

普 通 ポ ン プ 車 日 野 2005年 4,000 Ａ２

小 型 動 力 ポ ン プ ト ー ハ ツ 2005年 617 Ｂ３

普 通 ポ ン プ 車 い す ゞ 2017年 2,999 Ａ２

小 型 動 力 ポ ン プ ト ー ハ ツ 2005年 617 Ｂ３

神 田 分 団

鉢 塚 分 団

エンジン
排気量(CC)

池 田 分 団

呉 服 分 団

北 豊 島 分 団

秦 野 分 団

細 河 分 団

本 部 乗 用 車 （ １ ） ト ヨ タ 2021年 1,986

消 防 団 機 械 現 況

（令和7年4月1日）

種　　別 社　名 年　式
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